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閣
衆
質
一
六
四
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六
号

平
成
十
八
年
二
月
二
十
四
日

内
閣
総
理
大
臣

小

泉

純

一

郎

衆

議

院

議

長

河

野

洋

平

殿

衆
議
院
議
員
江
田
憲
司
君
提
出
耐
震
強
度
偽
装
事
件
に
関
す
る
質
問
に
対
し
、
別
紙
答
弁
書
を
送
付
す
る
。

平
成
十
八
年
二
月
二
十
四
日
受
領

答

弁

第

七

六

号



衆
議
院
議
員
江
田
憲
司
君
提
出
耐
震
強
度
偽
装
事
件
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
に
つ
い
て

か

し

現
在
、
社
会
資
本
整
備
審
議
会
に
お
い
て
、
住
宅
の
購
入
者
等
の
保
護
の
観
点
か
ら
、
住
宅
の
売
主
等
の
瑕
疵
担
保
責
任

が
確
実
に
果
た
さ
れ
る
た
め
の
措
置
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

二
に
つ
い
て

今
回
の
構
造
計
算
書
の
偽
装
問
題
に
係
る
指
定
確
認
検
査
機
関
（
建
築
基
準
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二
百
一
号
）
第

七
十
七
条
の
二
十
一
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
確
認
検
査
機
関
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
へ
の
立
入
検
査
の
結
果
は
、
平
成

十
七
年
十
二
月
二
十
八
日
に
国
土
交
通
省
が
公
表
し
た
「
指
定
確
認
検
査
機
関
等
へ
の
立
入
検
査
の
結
果
に
つ
い
て
」
及
び

平
成
十
八
年
一
月
二
十
六
日
に
同
省
が
公
表
し
た
「
指
定
確
認
検
査
機
関
へ
の
立
入
検
査
結
果
（
追
加
）
に
つ
い
て
」
の
と

お
り
で
あ
る
。
な
お
、
こ
れ
ら
の
資
料
に
つ
い
て
は
、
同
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

三
の
�
に
つ
い
て

指
定
確
認
検
査
機
関
が
行
う
確
認
検
査
（
建
築
基
準
法
第
七
十
七
条
の
十
八
第
一
項
に
規
定
す
る
確
認
検
査
を
い
う
。
以

下
同
じ
。
）
の
業
務
に
関
す
る
申
請
手
数
料
に
つ
い
て
は
、
各
指
定
確
認
検
査
機
関
に
お
い
て
、
確
認
検
査
の
業
務
の
適
確

一



な
実
施
の
た
め
に
必
要
な
額
を
定
め
て
い
る
も
の
と
承
知
し
て
い
る
。

三
の
�
に
つ
い
て

現
在
、
社
会
資
本
整
備
審
議
会
に
お
い
て
は
、
構
造
計
算
書
の
偽
装
問
題
の
再
発
防
止
の
観
点
か
ら
、
設
計
及
び
工
事
監

理
の
報
酬
基
準
の
見
直
し
を
引
き
続
き
検
討
す
べ
き
課
題
の
一
つ
と
考
え
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

三
の
�
に
つ
い
て

現
在
、
社
会
資
本
整
備
審
議
会
に
お
い
て
、
免
許
の
取
消
し
、
業
務
の
停
止
等
の
処
分
を
受
け
た
建
築
士
の
氏
名
等
の
情

報
開
示
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

ま
た
、
現
在
、
同
審
議
会
に
お
い
て
、
建
築
主
事
（
建
築
基
準
法
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
建
築
主
事
を
い
う
。
）
又

は
指
定
確
認
検
査
機
関
が
同
法
第
六
条
第
一
項
又
は
第
六
条
の
二
第
一
項
の
確
認
を
行
う
場
合
に
、
第
三
者
機
関
に
お
け
る

構
造
計
算
書
の
内
容
の
審
査
を
義
務
付
け
る
こ
と
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

三
の
�
に
つ
い
て

現
在
、
社
会
資
本
整
備
審
議
会
に
お
い
て
、
構
造
計
算
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
入
出
力
情
報
の
標
準
化
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
っ

て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

二



四
の
�
に
つ
い
て

平
成
十
七
年
三
月
に
開
催
さ
れ
た
中
央
防
災
会
議
に
お
い
て
、
今
後
十
年
間
で
被
害
想
定
に
基
づ
く
死
者
数
や
経
済
被
害

額
を
半
減
さ
せ
る
こ
と
を
目
標
と
す
る
東
海
地
震
の
地
震
防
災
戦
略
及
び
東
南
海
・
南
海
地
震
の
地
震
防
災
戦
略
が
決
定
さ

れ
、
こ
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
か
つ
実
現
可
能
な
目
標
と
し
て
、
建
築
物
の
耐
震
診
断
及
び
耐
震
改
修
の
促
進
を

図
る
た
め
の
基
本
的
な
方
針
（
平
成
十
八
年
国
土
交
通
省
告
示
第
百
八
十
四
号
）
に
お
い
て
、
平
成
二
十
七
年
ま
で
に
住
宅

の
耐
震
化
率
を
少
な
く
と
も
九
割
と
す
る
こ
と
を
定
め
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。
ま
た
、
御
指
摘
の
「
あ
と
の
一
〇
％
の
「
既
存

不
適
格
住
宅
」
」
に
つ
い
て
も
、
住
宅
の
所
有
者
等
に
対
す
る
啓
発
及
び
知
識
の
普
及
や
必
要
な
支
援
の
実
施
に
よ
り
引
き

続
き
耐
震
化
の
促
進
に
努
め
て
ま
い
り
た
い
。

四
の
�
に
つ
い
て

建
築
物
の
耐
震
改
修
の
促
進
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
号
）
に
お
い
て
、

都
道
府
県
耐
震
改
修
促
進
計
画
の
策
定
や
建
築
物
の
所
有
者
等
に
対
す
る
指
導
等
の
強
化
等
に
つ
い
て
規
定
さ
れ
た
。
ま

た
、
平
成
十
八
年
度
予
算
案
に
お
い
て
、
住
宅
市
街
地
総
合
整
備
に
係
る
経
費
を
計
上
し
て
お
り
、
こ
の
内
数
と
し
て
、
建

築
物
の
耐
震
診
断
及
び
耐
震
改
修
を
促
進
す
る
た
め
の
経
費
を
百
三
十
億
円
と
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
第
百

三



六
十
四
回
国
会
に
提
出
し
た
所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
案
等
に
お
い
て
、
耐
震
改
修
促
進
税
制
を
創
設
す

る
こ
と
と
し
て
い
る
。

四


